
令和３年１月

※  （　） 内の数値は、令和２年中に指定した特定秘密の件数で、内数

※△が付された数値は、令和２年中に指定の有効期間が満了した特定秘密の件数

※＜　＞内の数値は、令和２年中に指定の有効期間を延長した特定秘密の件数で、内数

※▲が付された数値は、令和２年中に指定を解除した特定秘密の件数

別表

(a)【自衛隊の訓練又は演習】 0

(b)【自衛隊の情報収集・警戒監視活動（(c)に掲げるものを除く。)】 7 7

(c)【自衛隊法（昭和29年法律第165号）に規定する防衛出動、治
安出動、自衛隊の施設等の警護出動その他の我が国の安全を
確保するための自衛隊の行動】

27
(8)

＜1＞
27

(8)
＜1＞

23 23

66
(7)
△１

＜8＞
66

(7)
△1

＜8＞

40
(5)

＜3＞
1 ＜1＞ 41

(5)
＜4＞

7
(1)

＜1＞
7

(1)
＜1＞

11
(1)

＜1＞
11

(1)
＜1＞

16
(2)

＜3＞
2 ＜1＞ 18

(2)
＜4＞

8
(2)

＜1＞
8

(2)
＜1＞

3 (1) 3 (1)

0

1 1

82
(5)

＜2＞
82

(5)
＜2＞

54 12 ＜12＞ 66 ＜12＞

3 3
(1)

＜2＞
6

(1)
＜2＞

c【bを分析して得られた情報】 0

0

0

c【bを分析して得られた情報】 0

1 1

防衛装備庁 合計総務省 外務省
国家安全
保障会議

内閣官房

第１号
【防衛に
関する
事項】

ヌ【防衛の用に供する施設の設計、性能又は内部の用途（ヘに掲げるものを除く。）：防衛の用に供する施設の構造その他の
設計上の情報、施設の能力に関する情報又は内部の用途（外国の政府等から提供されたものにあっては、当該外国の政府
等において特定秘密保護法の規定により行政機関が特定秘密を保護するために講ずることとされる措置に相当する措置が
講じられるものに限る。）】

経済産業省 海上保安庁

ハ【ロに掲げる情報の収集整理又はその能力：ロａからｃまでに掲げる事項に関する情報の収集若しくは分析の対象、計画、
方法、情報源、実施状況又は能力（イａ(b)に掲げるものを除く。）】

事項の細目

b【自衛隊の運用又はこれに関する見積り若しくは計画若しくは研究であって外国の軍隊との運用
協力に関するもの（当該外国において特定秘密保護法の規定により行政機関が特定秘密を保護
するために講ずることとされる措置に相当する措置が講じられるものに限る。）】

a【電波情報、画像情報その他情報収集手段を用いて収集した情報（ｂに掲げるものを除く。）】

c【ａ又はｂを分析して得られた情報】

a【防衛力の整備のために行う国内外の諸情勢に関する見積り又はこれに対する我が国の防衛若
しくは防衛力の整備に関する方針】

b【防衛力の整備のために行う防衛力の能力の見積り又はこれに基づく研究】

c【防衛力の整備に関する見積り若しくは計画又は研究であって外国の政府等との防衛協力に関
するもの】

警察庁

a【自衛隊の運用又はこれに関
する見積り若しくは計画若しく
は研究のうち、以下に掲げる事
項に関するもの（ｂに掲げるも
のを除く。）】

ロ【防衛に関し収集した
電波情報、画像情報そ
の他の重要な情報】

イ【自衛隊の運用又はこ
れに関する見積り若しく
は計画若しくは研究】

ホ【武器、弾薬、航空機その他の防衛の用に供する物（船舶を含む。チ及びリにおいて同じ。）の種類又は数量：武力攻撃事
態その他の緊急事態への自衛隊の対処に際して自衛隊の部隊が装備する武器、弾薬、航空機その他の防衛の用に供する
物の種類又は数量のうち当該部隊が当該事態に対処する能力を推察できるもの】

チ【武器、弾薬、航空機
その他の防衛の用に供
する物又はこれらの物
の研究開発段階のもの
の仕様、性能又は使用
方法】

リ【武器、弾薬、航空機
その他の防衛の用に供
する物又はこれらの物
の研究開発段階のもの
の製作、検査、修理又
は試験の方法】

各行政機関における特定秘密の指定状況一覧表（令和２年12月末現在）

へ【防衛の用に供する通信網の構成又は通信の方法：自衛隊の部隊の間での通信に使用する通信網の構成又は通信の方
法（外国の政府等から提供されたものにあっては当該外国の政府等において特定秘密保護法の規定により行政機関が特
定秘密を保護するために講ずることとされる措置に相当する措置が講じられるものに限る。）】

ト【防衛の用に供する暗号：我が国の政府が用いるために作成された暗号（外国の政府等から提供されたものにあっては当
該外国の政府等において特定秘密保護法の規定により行政機関が特定秘密を保護するために講ずることとされる措置に相
当する措置が講じられるものに限る。また、民生用のものを除く。）】

a【自衛隊の潜水艦、航空機、センサー、電子戦機器、誘導武器、情報収集機器又はこれらの物の
研究開発段階のものの仕様、性能又は使用方法（ｂに掲げるものを除く。）】

b【武器、弾薬、航空機その他の防衛の用に供する物又はこれらの物の研究開発段階のものの仕
様、性能又は使用方法のうち外国の政府等から提供されたもの（当該外国の政府等において特定
秘密保護法の規定により行政機関が特定秘密を保護するために講ずることとされる措置に相当す
る措置が講じられるものに限る。）】

a【自衛隊の潜水艦、航空機、センサー、電子戦機器、誘導武器、情報収集機器又はこれらの物の
研究開発段階のものの製作、検査、修理又は試験の方法（ｂに掲げるものを除く。）】

b【外国の政府又は国際機関（以下「外国の政府等」という。）から提供された情報（当該外国の政
府等において特定秘密保護法の規定により行政機関が特定秘密を保護するために講ずることとさ
れる措置に相当する措置が講じられるものに限る。）】

b【武器、弾薬、航空機その他の防衛の用に供する物又はこれらの物の研究開発段階のものの製
作、検査、修理又は試験の方法のうち外国の政府等から提供されたもの（当該外国の政府等にお
いて特定秘密保護法の規定により行政機関が特定秘密を保護するために講ずることとされる措置
に相当する措置が講じられるものに限る。）】

出入国在
留管理庁

防衛省

ニ【防衛力の整備に関
する見積り若しくは計画
又は研究】

法務省 公安調査庁



別表

(a)【国民の生命及び身体の保護】 7
(1)

＜1＞
2 3 12

(1)
＜1＞

(b)【領域の保全】 1 2 3

(c)【海洋、上空等における権益の確保】 0

(d)【国際社会の平和と安全の確保（我が国及び国民の安全に重
大な影響を与えるものに限る。また、(a)から(c)までに掲げるもの
を除く。）】

4 ＜2＞ 4 ＜2＞

7
(1)

＜1＞
11

(2)
＜1＞

1 5 2 26
(3)

＜2＞

(a)【外国人の本邦への入国の禁止若しくは制限又は邦人の外国
への渡航の自粛の要請】

0

(b)【貨物の輸出若しくは輸入の禁止又は制限】 0

(c)【資産の移転の禁止又は制限】 0

(d)【航空機の乗り入れ若しくは船舶の入港の禁止又は制限】 0

(e)【(b)の貨物を積載した船舶の検査】 0

(f)【外国の政府等に対して我が国が講ずる外交上の措置（我が国
及び国民の安全に重大な影響を与えるものに限る。また、(a)から
(e)までに掲げるものを除く。）】

0

2 1 1 4

1 1

7
(1)

＜1＞ 12
(1)

＜1＞
8

(1)
＜1＞

27
(3)

＜3＞

0

44
(4)

＜4＞
5 11 4 11 75

(4)
＜4＞

26
(1)

＜1＞
4 30

(1)
＜1＞

防衛装備庁 合計公安調査庁 外務省 経済産業省 海上保安庁 防衛省

第２号
【外交に
関する
事項】

b【領域の保全のために我が国の政府が講ずる措置又はその方針】

a【電波情報、画像情報その他情報収集手段を用いて収集した情報（ｂに掲げるものを除く。）】

b【外国の政府等から提供された情報（当該外国の政府等において特定秘密保護法の規定により
行政機関が特定秘密を保護するために講ずることとされる措置に相当する措置が講じられるもの
に限る。）】

c【ａ又はｂを分析して得られた情報】

ニ【ハに掲げる情報の収集整理又はその能力：ハａからｃまでに掲げる事項に関する情報の収集若しくは分析の対象、計画、
方法、情報源、実施状況又は能力】

ホ【外務省本省と在外公館との間の通信その他の外交の用に供する暗号：我が国の政府が用いるために作成された暗号
（外国の政府等から提供されたものにあっては当該外国の政府等において特定秘密保護法の規定により行政機関が特定
秘密を保護するために講ずることとされる措置に相当する措置が講じられるものに限る。また、民生用のものを除く。）】

b【外国の政府等との協力の方針又は内容のうち、当該外国の政府等において特定秘密保護法の
規定により行政機関が特定秘密を保護するために講ずることとされる措置に相当する措置が講じ
られるもの】

ロ【安全保障のために我
が国が実施する貨物の
輸出若しくは輸入の禁
止その他の措置又はそ
の方針（第１号イ若しく
はニ、第３号イ又は第４
号イに掲げるものを除
く。）】

a【我が国が実施する以下の措
置の方針（ｂに掲げるものを除
く。）】

ハ【安全保障に関し収集
した国民の生命及び身
体の保護、領域の保全
若しくは国際社会の平
和と安全に関する重要
な情報又は条約その他
の国際約束に基づき保
護することが必要な情
報（第１号ロ、第３号ロ
又は第４号ロに掲げるも
のを除く。）】

イ【外国の政府等との交
渉又は協力の方針又は
内容のうち、国民の生命
及び身体の保護、領域
の保全その他の安全保
障に関する重要なもの】

a【外国の政府等との交渉又は
協力の方針又は内容のうち、
以下に掲げる事項に関するも
の（ｂに掲げるものを除く。）】

事項の細目 警察庁
国家安全
保障会議

内閣官房
出入国在
留管理庁

総務省 法務省



別表

(a)【特定秘密保護法第12条第２項第１号に規定する核兵器、化学
製剤、細菌製剤その他の物を輸出し、又は輸入するための活動
の防止】

0

(b)【緊急事態への対処に係る部隊の戦術】 0

(c)【重要施設、要人等に対する警戒警備】 0

(d)【サイバー攻撃の防止】 0

0

4 ＜1＞ 3 7 ＜1＞

7
(1)

＜1＞
7

(1)
＜1＞

14
(2)

＜2＞

0

14 ＜1＞ 3 17 ＜1＞

1 1

(a)【緊急事態への対処に係る部隊の戦術】 2
(1)
△2
▲3

2
(1)
△2
▲3

(b)【重要施設、要人等に対する警戒警備】 0

(c)【サイバー攻撃の防止】 0

0

13
(2)
△1

＜1＞
13

(2)
△1

＜1＞

7
(1)

＜1＞
1 ＜1＞ 8

(1)
＜2＞

0

1 1 ＜1＞ 2 ＜1＞

0

7
(1)

＜1＞
94

(7)
＜9＞

41

(4)
△3

＜4＞
▲3

11
(2)

＜1＞
1 0 1 0 26

(2)
＜2＞

40
(1)

＜3＞
4 0 21

(1)
＜1＞

349
(32)
△1

＜20＞
18 (1)

＜16＞
613

(51)
△4

＜57＞
▲3

613

国家安全
保障会議

内閣官房 警察庁 総務省 法務省
出入国在
留管理庁

外務省 経済産業省 海上保安庁 防衛省 防衛装備庁 合計

総計

計

ロ【テロリズムの防止に
関し収集した国民の生
命及び身体の保護に関
する重要な情報又は外
国の政府若しくは国際
機関からの情報】

第３号
【特定有
害活動
の防止
に関す
る事項】

第４号
【テロリ
ズムの
防止に
関する
事項】

b【特定有害活動の防止のために外国の政府等と協力して実施する措置又はこれに関する計画若
しくは研究のうち、当該外国の政府等において特定秘密保護法の規定により行政機関が特定秘密
を保護するために講ずることとされる措置に相当する措置が講じられるもの】

a【電波情報、画像情報その他情報収集手段を用いて収集した情報（ｂに掲げるものを除く。）】

b【外国の政府等から提供された情報（当該外国の政府等において特定秘密保護法の規定により
行政機関が特定秘密を保護するために講ずることとされる措置に相当する措置が講じられるもの
に限る。）】

c【ａ又はｂを分析して得られた情報】

ハ【ロに掲げる情報の収集整理又はその能力：ロａからｃまでに掲げる事項に関する情報の収集若しくは分析の対象、計画、
方法、情報源、実施状況又は能力】

ロ【特定有害活動の防
止に関し収集した国民
の生命及び身体の保護
に関する重要な情報又
は外国の政府若しくは
国際機関からの情報】

b【テロリズムの防止のために外国の政府等と協力して実施する措置又はこれに関する計画若しく
は研究のうち、当該外国の政府等において特定秘密保護法の規定により行政機関が特定秘密を
保護するために講ずることとされる措置に相当する措置が講じられるもの】

ニ【特定有害活動の防止の用に供する暗号：我が国の政府が用いるために作成された暗号（外国の政府等から提供された
ものにあっては、当該外国の政府等において特定秘密保護法の規定により行政機関が特定秘密を保護するために講ずるこ
ととされる措置に相当する措置が講じられるものに限る。また、民生用のものを除く。）】

a【テロリズムの防止のための
措置又はこれに関する計画若
しくは研究のうち、以下に掲げ
る事項に関するもの（ｂに掲げ
るものを除く。）】

c【ａ又はｂを分析して得られた情報】

b【外国の政府等から提供された情報（当該外国の政府等において特定秘密保護法の規定により
行政機関が特定秘密を保護するために講ずることとされる措置に相当する措置が講じられるもの
に限る。）】

ハ【ロに掲げる情報の収集整理又はその能力：ロａからｃまでに掲げる事項に関する情報の収集若しくは分析の対象、計画、
方法、情報源、実施状況又は能力】

事項の細目

a【電波情報、画像情報その他情報収集手段を用いて収集した情報（ｂに掲げるものを除く。）】

公安調査庁

ニ【テロリズムの防止の用に供する暗号：我が国の政府が用いるために作成された暗号（外国の政府等から提供されたもの
にあっては、当該外国の政府等において特定秘密保護法の規定により行政機関が特定秘密を保護するために講ずることと
される措置に相当する措置が講じられるものに限る。また、民生用のものを除く。）】

イ【特定有害活動による
被害の発生若しくは拡
大の防止（以下この号
において「特定有害活動
の防止」という。）のため
の措置又はこれに関す
る計画若しくは研究】

a【特定有害活動の防止のため
の措置又はこれに関する計画
若しくは研究のうち、以下に掲
げる事項に関するもの（ｂに掲
げるものを除く。）】

イ【テロリズムによる被
害の発生若しくは拡大
の防止（以下この号にお
いて「テロリズムの防
止」という。）のための措
置又はこれに関する計
画若しくは研究】


